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三沢市都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定業務委託 

仕様書 

 

 

１ 適用 

本仕様書は、三沢市が発注する「三沢市都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定

業務委託」（以下、「本業務」という。）に適用する。 

 

２ 目的 

本市は、急速な人口減少・少子高齢化等の社会構造の変化、自主財源の確保ならびに安心して

暮らせるコンパクトで持続可能なまちづくりの推進が大きな課題である。このような中、「都市

機能を集約としたコンパクトなまちづくり」と「公共交通によるネットワーク」の連携による「コ

ンパクト・プラス・ネットワーク」を基本とした都市再生特別措置法の一部が改正され、コンパ

クトな都市構造への転換を目指したまちづくりが求められている。 こうした背景を踏まえ、本

市の特性に応じた小さくても持続可能なまちづくりの実現に向けて、居住機能や都市機能の誘導

区域、誘導方針、その実現に向けた施策等を検討し、魅力あるまちづくりを実現するため立地適

正化計画を策定し、関連計画である都市計画マスタープランの改定を行うものである。 

 

３ 業務期間 

契約締結日翌日から令和１０年１２月２２日 

 

４ 業務対象範囲 

本業務の対象範囲は三沢市全域（都市計画区域）とする。 

 

５ 業務内容 

５－１ 令和８年度業務 

①計画準備 

業務実施にあたり、都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定の目的等を明確にす

るとともに、業務実施方針やスケジュール等を整理し、業務計画書としてとりまとめる。 

 

②基礎データの収集及び整理 

上位・関連計画及び三沢市関連基礎データ（人口・世帯、土地利用、都市交通、都市施設、都

市基盤施設、都市防災、市街地整備、都市計画決定、経済、財政、地価等）に関するデータにつ

いて収集・整理する。 

 

③都市構造上の課題の分析 

各基礎データや人口の将来見通し等に関する分析の結果等を踏まえ、市全域及び都市計画区域

が抱える課題を整理・分析する。 
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④住民アンケートの調査支援 

住民のまちづくりに関する意識•意向を把握するために、アンケート形式による調査の支援を

行い、対象は無作為に抽出した市民で、統計上の信頼性が担保できる結果となる人数とする。 

※郵送による対応を基本とし、発送及び回収方法は発注者と受注者が協議の上定める。

郵送・印刷・封筒に関する費用は本業務費に含めるものとする。 

 

⑤現行計画の評価（都市計画マスタープラン） 

関係各課へのヒアリング等をもとに現行プランの評価を行い、現況と課題を整理する。 

 

⑥全体構想（案）の検討（都市計画マスタープラン） 

分析・評価した事項を踏まえ、本市のまちづくりの基本理念や基本目標、将来都市像の検討を

行う。 

ア. 土地利用の方針  

イ. 都市施設（道路・公園）の整備方針 

ウ. 交通施設の整備方針（公共交通施策との連携） 

エ. 住環境の整備方針  

オ. 防災対策に関する方針  

カ. 自然環境保全の方針  

キ. 景観形成の方針 

 

⑦地域別構想（案）の検討（都市計画マスタープラン） 

現行の本市都市計画マスタープランに示された地域の区分（４地区）を基本に、それぞれの

地域におけるまちづくりの目標や分野別の整備方針等を示した地域別構想の見直しを行う。 

 

⑧庁内検討委員会の運営支援（２回程度） 

計画の改定・策定方針等の情報共有と施策調整を図るため、庁内検討委員会を実施するため

の資料作成や委員会への出席及び説明補助、議事録作成等の開催支援を行う。 

 

⑨都市計画審議会の資料作成支援（２回程度） 

計画の改定・策定方針等に関して発注者が都市計画審議会から意見聴取を行うための資料作

成を行う。 

 

⑩報告書作成 

令和８年度業務で実施した事項について、簡潔に取りまとめた中間報告書を作成する。 

 

⑪打合せ協議（３回程度） 

業務を円滑に進めるため、業務着手時・中間時・中間成果納入時に打合せを実施する。 
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５－２．令和９年度業務 

（１）立地適正化計画に関する基本的な方針の検討 

令和８年度の調査・分析結果に基づき、目標とする都市構造、まちづくりの方針、課題解決の

ための誘導方針並びに住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための基本的な方針に

ついて検討する。 

 

（２）誘導施設及び誘導区域の検討 

基本方針の検討結果に基づき、誘導施設及び都市機能誘導区域・居住誘導区域の検討を行う。 

 

（３）誘導施策の検討 

都市機能誘導区域内への都市機能の誘導、居住誘導区域内への居住の誘導、居住環境の向上等

に係る具体的な施策や財政・税制などの支援措置、規制手法（特別用途地区、特定用途制限地域・

居住調整地域の設定等）等について、庁内関係部局における関連施策や計画と連携・整合しなが

ら検討する。 

 

（４）防災指針に関する検討 

人口や都市機能施設、避難場所等の情報と、災害ハザード情報の重ね合わせ図を作成し、人的

被害や社会・経済被害等の観点から災害リスクの分析を行う。また、居住誘導区域の設定に対し

て、災害リスクの回避や低減を図るために必要な取組等について検討し、防災指針として整理す

る。 

 

（５）目標値の設定及び評価方法の検討 

都市機能・居住誘導、防災・減災等に関する取り組みについて、定量的な目標として設定する。

また、評価方法についても検討する。 

 

（６）庁内検討委員会の運営支援（４回程度） 

計画の改定・策定方針等の情報共有と施策調整を図るため、庁内検討委員会を実施するための

資料作成や委員会への出席及び説明補助、議事録作成等の開催支援を行う。 

 

（７）都市計画審議会の資料作成支援（２回程度） 

計画の改定・策定方針等に関して発注者が都市計画審議会から意見聴取を行うための資料作成

を行う。 

 

（８）報告書作成 

令和９年度業務で実施した事項について、簡潔に取りまとめた報告書を作成する。 

 

（９）打合せ協議（３回程度） 

    業務を円滑に進めるため、中間時・中間成果納入時等に打合せを実施する。 
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５－３．令和１０年度業務 

（１）計画案の作成 

都市計画マスタープラン（案）と立地適正化計画（案）及び各計画の概要版を作成する。 

 

（２） 庁内検討委員会の運営支援（２回程度） 

計画の改定・策定方針等の情報共有と施策調整を図るため、庁内検討委員会を実施するための

資料作成や委員会への出席及び説明補助、議事録作成等の開催支援を行う。 

 

（３）住民説明会の実施支援（４地区で各１回程度） 

計画の改定・策定方針等に関して、将来のまちづくりに反映するための住民説明会として、資

料作成や説明会への出席及び説明支援、会議録作成を行う。 

 

（４）都市計画審議会の資料作成支援（２回程度） 

計画の改定・策定方針等に関して都市計画審議会から意見聴取を行うための資料作成を行う。 

 

（５）パブリックコメントの実施支援 

住民向けパブリックコメントについて、意見に対する対応策の助言等の支援を行う。 

 

（６）報告書作成 

令和１０年度業務で実施した事項について、簡潔に取りまとめた報告書を作成する。 

 

（７）打合せ協議 

  業務を円滑に進めるため、中間時・成果納入時等に打合せを実施する。（３回程度） 

 

６．成果品 

① 業務報告書（各年度毎）            簡易製本各 1部 

② 住民アンケート調査結果報告書         簡易製本 1部 

③ 都市計画マスタープラン計画書（本編・概要版） 簡易製本各 1部・電子媒体各 1部 

④ 立地適正化計画書（本編・概要版）       簡易製本各 1部・電子媒体各 1部 

⑥ 議事録関連（委員会・説明会等）        簡易製本 1部・電子媒体 1部 

⑧ ＧＩＳデータ                 電子媒体 1部 

     （納入するＧＩＳデータ） 

    ・人口分布メッシュデータ（Shape形式） 

・土地利用データ    （Shape形式） 

・地価データ      （Shape形式） 

・都市施設データ    （Shape形式） 

・誘導施設データ    （Shape形式） 

・誘導区域データ    （Shape形式） 

・災害リスク分布データ （Shape形式） 

以 上 


